
1. ため池一斉点検と今後の防災・減災対策

遠藤 知庸・神馬 勇雄・門口 隆太

農林水産省では，近年の豪雨や地震によるため池の決壊など

を踏まえたため池の防災・減災対策の優先順位付けをするた

め，平成25 年度から全国約11 万カ所のため池の一斉点検を実

施している。平成 26 年度までに完了した 81,171 カ所のため

池のうち 10,077 カ所が詳細調査を要するとの結果であった

が，点検で用いた数量化Ⅱ類による地震時における構造的評価

について近年のため池の耐震照査結果と比較したところ，ほぼ

妥当な水準であった。本報では，これら一斉点検の結果と下流

に住宅などのある防災重点ため池を優先したハード対策とソフ

ト対策を進めていくとともに，農村の都市化や担い手の高齢化

に伴い利用の低下や管理の脆弱化がみられるため池の広域的な

保全・活用など，今後のため池の防災・減災対策を紹介する。

（水土の知83-12，pp.3〜6，2015)

ため池，防災，減災，点検，一斉点検，数量化Ⅱ類

2. 兵庫県におけるため池の耐震調査と保全・管理について

小田 哲也・森脇 馨・谷垣 和彦

野村 純数・澤田 豊・河端 俊典

兵庫県には約3万 8千カ所のため池が存在し，その数は都道

府県別で全国一である。ため池は現在もなお水田農業を支える

貴重な農業用水の水源施設である。南海トラフなどの大規模地

震への備えが求められていることから，本県では，水害対策

（老朽化対策）に加え，ため池の耐震調査など地震対策について

取り組んでいる。一方，中長期的にため池を適正に保全・管理

していくため，ため池の定期点検制度や「ため池の保全等に関

する条例」制定など独自の取組みを実践している。本報では，

兵庫県におけるため池耐震調査に関するこれまでの取組み，な

らびにため池の保全に関する取組みについて紹介する。

（水土の知83-12，pp.7〜10，2015)

ため池，耐震調査，点検制度，適正管理，多面的機能，条

例

3. ため池の地震時リスク評価

西村 伸一・柴田 俊文・珠玖 隆行・水間 啓慈

本報は，老朽化したため池を対象に，地震対策のためのリス

ク評価手法の確立を目的としている。瀬戸内地方には多くのた

め池が存在するが，その多くが江戸時代以前に築造されてお

り，老朽化が著しい。近い将来，発生が危惧される南海トラフ

地震に対して，適切な対策を取る必要があるが，その対策法や

優先順位付けなどが重要な課題である。ここでは，この課題に

対して，リスク評価に基づく，客観的な意思決定法を提案する。

最初にサウンディングを基本とした堤体の内部診断法を示す。

さらに，岡山県における，南海地震に対応する今後 50 年にお

けるため池の損傷確率を算定し，リスク評価を実施した例を示

す。

（水土の知83-12，pp.11〜14，2015)

ため池，耐震，信頼性解析，地震ハザード，フラジリティ，

リスク評価，スウェーデン式サウンディング

4. Newmark-D 法によるレベル2地震動に対する

ため池堤体の耐震診断について

デュッティンアントワン・矢崎 澄雄

龍岡 文夫・毛利 栄征

2011 年東日本大震災では，多数のため池堤体が被災し崩壊

した例もあった。その主因は，堤体の締固めが悪く初期非排水

強度が小さい上に，砂質であったため地震時に非排水繰返し載

荷のために強度が著しく低下したためである。わが国ではため

池堤体のこのような被害は古くから多数あり，これを予測でき

る実務的な安定解析法が必要とされている。本報では，非排水

繰返し載荷による非排水強度の低下を考慮する Newmark-

Damage (D）法を紹介し，ため池堤体やフィルダムなどの盛土

・支持地盤系の耐震診断には締固めの影響の考慮が非常に重要

であることを示す。

（水土の知83-12，pp.15〜18，2015)

ため池，耐震診断，Newmark-D 法，塑性すべり，レベル

2 地震動，強度低下

農業農村工学会誌第 83巻第 12 号 報文・技術リポート内容紹介

小特集 ため池の耐震性能診断と保全管理戦略

特集の趣旨

東日本大震災からの復旧・復興に対応した新たな政策展開に資するため，平成24 年3 月に「土地改良長期計画」が閣議

決定され，ため池などの農業水利施設の耐震強化の推進が位置づけられました。合わせて，同年10月には会計検査院によ

る報告「公共土木施設等における地震・津波の実施状況等に関する会計検査の結果について」において，農業用施設の耐震

整備による安全性確保やハザードマップ作成の重要性が指摘されました。このような状況を踏まえ，多くの地方公共団体

で，これまでの老朽化および豪雨対策に加え，耐震対策を考慮に入れたため池の健全度評価が実施されるようになりまし

た。農業用水の供給に占めるため池の割合やそこに期待される多面的機能の捉え方は異なるものの，地方公共団体などが地

域の特色をベースにして取り組んでいるため池の保全管理は，総体として，農業農村整備技術の進展に欠かせないものと位

置づけられます。

本小特集では，このような背景を踏まえ，①老朽化対策，豪雨対策，耐震対策などに関わる健全度評価の取組みと補修・

補強事例，②ため池には古くに建造されたものが多く，堤体および基礎の水理・力学的調査が重要となることから，これら

の調査技術の適用事例，新たな開発技術とその展開の可能性，③耐震照査のための解析手法に関する技術検討成果と課題，

④限られた予算の制約下での中長期的なため池の保全管理戦略構想，などに関わる報文を広く紹介します。



5. レベル2地震動に対するため池堤体の

簡易耐震診断について

毛利 栄征・デュッティンアントワン

龍岡 文夫・矢崎 澄雄

本報では，レベル 2 地震動に対するため池堤体の決壊の可能

性を定量的に峻別するための解析手法である簡易Newmark-D

法の考え方とそのモデルを紹介する。特に，簡易Newmark-D

法は土質試験と FEM動的応答解析を実施しないところに特徴

がある。具体的には，既往のため池堤体土の繰返し三軸圧縮試

験の結果を整理分析して得られるため池堤体土の標準強度低下

モデル（K2015モデル）を提案し，この標準モデルを用いた解

析結果の適用性を記述する。また，地震時の堤体の加速度応答

については，既往の FEM動的応答解析結果を用いて，堤体と

地震波の振動特性から当該ため池の応答倍率を推定するモデル

を提案する。これらの標準モデルなどを採用することによっ

て，所定の精度を有する簡略化された耐震診断が可能であるこ

とを紹介する。 （水土の知83-12，pp.19〜22，2015)

ため池，耐震，解析，強度，レベル 2 地震動，Newmark-D 法

6. ため池改修設計に資する二，三の浸透課題について

吉武 美孝・藤原 正幸・小林 範之

ため池堤体改修に資する浸透課題に対し，解析方法の提案お

よび既発表論文で提案した手法の使用法について計算例を提示

して解説する。はじめに，Casagrande の基本放物線を用い

て，水平ドレーンの必要最短長の求め方を提示するとともに計

算例を示す。次に，山間部や丘陵部のため池（谷池）に多い堤

体基礎地盤が傾斜している堤体に対して，Dupuitの理論によ

る解を用いた浸潤線の計算式を示し，ゾーン型堤体に対する計

算例を示す。最後に，透水性地盤上の堤体の漏水対策として用

いられる人工ブランケットの設計に対して，Bennett解を用い

た長方形および三角形形状の最適設計例を示すとともに，三角

形ブランケットの有効性を示す。

（水土の知83-12，pp.23〜28，2015)

ため池改修，浸潤線，ドレーン，ブランケット，浸透流

（報文）

地震被害を受けた農業用ため池の地盤調査例

市川 健・千葉 克己・郷古 雅春・上島 照幸

農業用ため池は明治以前に築造されたものが多いため，豪雨

や地震などによって毎年多大な被害を受けている。本研究で

は，宮城県北部連続地震（平成15 年）と東日本大震災（平成23

年）により2度堤体に縦断亀裂が発生した宮城県東松島市内の

Aため池と被害がなかった Bため池で地盤調査と液状化判定

を行った。その結果，Aため池は基礎地盤に粒径のそろった緩

い砂層が広く分布しており，この層が液状化したために堤体に

縦断亀裂が発生した可能性があり，再度災害の防止には液状化

対策が必要と考えられた。また，ため池の耐震化を検討するた

めには，液状化の可能性がある緩い砂層を把握するため，ボー

リングやスウェーデン式サウンディング試験に加え，表面波探

査を行うことが有効と考えられた。

（水土の知83-12，pp.31〜34，2015)

農業用ため池，地震災害，地盤調査，液状化，耐震化検討

（報文）

東日本大震災による被害の復旧復興に対する人的支援

日置 秀彦・中西 滋樹・末本 航

東日本大震災からの農地・農業用施設等の復旧復興に当た

り，農業土木分野については，全国知事会からの依頼に基づき，

農林水産省農村振興局が派遣元の都道府県から派遣先の岩手

県，宮城県，福島県への派遣の調整を実施するとともに，福島

県の依頼に基づき，地方農政局等の国の職員を福島県内の8市

町に派遣し，直接支援を実施している。そこで，東日本大震災

から 4年を経過した平成26 年度までの派遣実績を取りまとめ

るとともに，アンケート調査により人的支援に関する評価や課

題について分析し，今後，同様の災害が生じた際に効果的・効

率的な派遣を通じた支援を実施するための派遣スキーム構築へ

の提言を取りまとめた。

（水土の知83-12，pp.35〜39，2015)

東日本大震災，復旧復興，人的支援，アンケート調査，技

術者派遣，自治法派遣，出張派遣

（報文）

国営西濃用水第二期農業水利事業における

効果的な事業実施手法について

堤 寛治・川﨑 学・岡本 進・田中 孝典

国営西濃用水第二期農業水利事業は，当初事業計画どおりの

事業工期 6 年，総事業費 50億円をもって完了した。本事業の

計画策定に際しては，対象を緊急性の高い施設の改修に絞るこ

とにより，また，実施に際しては，施設管理者等との事前調整

を徹底するなどして，手戻り業務をなくすとともに，官民連携

新技術研究開発事業等による新技術，新工法を積極的に採用し

てコスト縮減，工期短縮を図ったことなど，さまざまな対策を

講じることにより，短期間での事業完了と早期の効果発現を達

成することができた。本報では，その計画策定から工事実施ま

での取組みについて紹介する。この事例が今後の他地区におけ

る計画策定および事業実施の参考になることを期待するもので

ある。 （水土の知83-12，pp.41〜44，2015)

緊急整備，長寿命化，官民連携，再生可能エネルギー，早

期効果発現

（技術リポート：北海道支部）

転作作物への暗渠清掃用施設「集中管理孔」を利用した

地下灌漑技術

塚本 康貴

近年は集中豪雨や干ばつといった降水量の変動が激しく，農

作物の安定生産のためには排水対策とともに小雨への対応が求

められている。北海道内の水田地帯では暗渠機能向上のための

低コストな暗渠清掃用施設「集中管理孔」の整備が進められて

いるが，集中管理孔を設置した圃場は地下灌漑としての利用が

可能である。そのため道総研中央農業試験場では北海道農政部

の協力のもとで，転作作物に対する集中管理孔を利用した地下

灌漑技術について検討している。2013 年には北海道内の主要

な転作作物であるダイズ，秋まきコムギに対して生産者が実施

しやすい簡易な方法としてとりまとめたので，その内容と効果

について紹介する。 （水土の知83-12，pp.46〜47，2015)

地下灌漑，暗渠清掃用施設，集中管理孔，ダイズ，秋まき

コムギ，転作作物，簡易判断手法



（技術リポート：東北支部）

津波被災水田における大豆塩害抑制技術

平 直人

東日本大震災の津波により被災した宮城県の水田では，平成

23 年 5月に創設された除塩事業により，除塩作業が行われて

いる。除塩完了後に栽培される作物は，水稲が優先されてお

り，用水の灌漑については中干しを控えるなどの営農による対

策を行うことで塩害は軽減されている。しかし，水田に転作大

豆を作付けする場合は，5月および8月の乾燥時期に下層土に

含まれる塩分の作土層への上昇と，それに伴い発生する大豆の

塩害に注意する必要がある。本報では，除塩後転作大豆圃場に

おける，簡易な地下灌漑および暗渠直接入水による手法を利用

した大豆塩害抑制技術の現地実証により，圃場が乾燥する時期

に地下灌漑することで，下層塩分の排除と作土塩分の上昇を抑

制する可能性が示唆されたので紹介する。

（水土の知83-12，pp.48〜49，2015)

地下灌漑，除塩，塩害，土壌EC，地下水，暗渠排水，大

豆

（技術リポート：関東支部）

地区内調整池の安全性確認の取組み

田村 英介・加藤 智雄・谷藤 政弘

水資源機構が管理する水路は長大で，途中にいくつかの調整

池を擁しているものが多い。調整池は必然的に水路沿いに設置

されることから，下流に人家や重要施設がある場合が多く，不

測の事態による事故が発生すればその社会的影響は甚大とな

る。一方，これら調整池はそれぞれの管理所単位で管理されて

いるが，近年は漏水量の計測や巡視などの日常管理は外部委託

されるケースも多く，法河川に設置されていないことから河川

管理者の定期点検を受けていないなど，統一的な基準で安全性

の確認が行われてきてこなかった。水資源機構では平成 26 年

度より，東日本大震災の教訓も踏まえ，ストックマネジメント

の一環として，調整池の安全性を確認する「調整池安全点検」

と「レベル 2 地震に対する耐震照査」に取り組んでおりその内

容を紹介する。

（水土の知83-12，pp.50〜51，2015)

調整池，安全点検，ストックマネジメント，耐震照査，

アースダム

（技術リポート：京都支部）

フロート式パワーブレンダーによるため池堤体の耐震補強

犬飼 智也・生倉 弘樹

築水池は愛知県春日井市の北東部に位置する受益面積 16.7

haの農業用ため池で，明治 35 年に築造された。昭和 47 年度

から 49年度に県営老朽ため池等整備事業により，堤体・取水

施設・余水吐の改修が行われた。ため池周辺には野草や樹木が

生育しており，多くの散策者が訪れる景勝地となっている。平

成 19年度に土地改良施設耐震対策事業を実施した結果，安全

率 1.2 を下回ったことから，平成23 年度から防災ダム事業築

水池地区として耐震対策工事に着手した。堤体下流の環境配慮

のため，堤体工事の計画立案に工夫し，軟弱地盤対策にフロー

ト式パワーブレンダーを導入して大幅に工期を短縮した。

（水土の知83-12，pp.52〜53，2015)

耐震工事，防災ダム事業，仮設道路，パワーブレンダー工

法，フロート式地盤改良機

（技術リポート：中国四国支部）

パイプラインシステムの実践的な水理解析

福井 章夫

設計基準「パイプライン」では「水撃圧の予測は計算による

方法を原則とする」となっているが，原則を逸脱した手法やブ

ラックボックス的に市販のソフトを使っている例もみられ，パ

イプライン設計の技術者には非定常解析の技術力が求められて

いる。また，管口径の決定は表計算ソフトでの定常水理計算や

管網計算専用ソフトにより実施されているが，実際の水使用時

には，水源からの遠方部や高位部で計画どおりの吐出し量が確

保できない場合があり，設計段階において，パイプラインシス

テム全体の定常流況解析が必要である。本報では，パイプライ

ン設計に必要な非定常流況および定常流況の水理解析におい

て，重要事項である境界条件への対応テクニックを中心に述べ

る。

（水土の知83-12，pp.54〜55，2015)

水撃圧，損失係数，非定常解析，定常解析，パイプライン

システム，Fortran，境界条件
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